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原子力損害賠償のお支払い状況等

＜賠償のご請求・お支払い等実績＞

2020年1月29日
東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社

個 人
個 人（自主的

避難等に係る損害）
法 人・

個人事業主など

ご請求について

本賠償の状況について

これまでのお支払い金額について

ご請求書受付件数（延べ件数）

本賠償の件数（延べ件数）

本賠償の金額＊

本賠償の金額＊

仮払補償金

お支払い総額

約1,110,000件 約1,308,000件 約505,000件

約990,000件 約1,295,000件 約435,000件

約3兆1,632億円 約3,537億円 約5兆6,452億円

約9兆1,621億円

約1,531億円

約9兆3,151億円

①

②

①＋②

＜賠償お支払い額の推移＞

＊ 仮払補償金から本賠償に充当された金額は含まない
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本賠償のお支払開始：2011年10月 仮払補償金 個人（自主的避難を除く） 法人･個人事業主など 自主的避難
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＊ 四捨五入により合計値と内訳の合計が一致しない場合がある

(審51)資料5

(2019年12月末現在)
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＊１ 2012年10月に受付を開始した包括請求方式について合意済みの方を集計。借地権の合意額は含まない
＊２ 世帯構成は包括請求時の世帯構成
＊３ 避難指示解除見込時期が未決定の区域を含む
＊４ 「個人賠償」には以右の賠償項目以外の個人さまに係る賠償額の平均値を表示（精神的損害、就労不能損害、検査費用等）

＜参考＞個人の方に対する賠償の合意状況
(2019年12月末現在)

【単身世帯】 個人賠償

（再掲）

家財 宅地・建物
田畑・
山林等

住居確保
（持家）

移住を余儀なく
されたことによる
精神的損害

避 難 指 示
解除準備区域

平均合意額
(世帯数)

1,179万円 336万円 3,365万円 742万円 3,416万円

(6,696) (3,478) (1,222) (772) (539)

居住制限区域
平均合意額
(世帯数)

1,149万円 330万円 3,857万円 831万円 3,159万円

(5,855) (3,236) (1,002) (581) (472)

帰還困難区域
平均合意額
(世帯数)

1,785万円 740万円 431万円 3,976万円 1,130万円 2,968万円

(5,984) (5,806) (3,244) (1,072) (616) (520)

【２人世帯】 個人賠償

（再掲）

家財 宅地・建物
田畑・
山林等

住居確保
（持家）

移住を余儀なく
されたことによる
精神的損害

避 難 指 示
解除準備区域

平均合意額
(世帯数)

2,358万円 536万円 4,281万円 1,005万円 3,652万円

(3,603) (3,282) (2,134) (1,503) (1,304)

居住制限区域
平均合意額
(世帯数)

2,405万円 560万円 4,443万円 1,296万円 3,569万円

(2,542) (2,313) (1,625) (1,065) (1,094)

帰還困難区域
平均合意額
(世帯数)

3,669万円 1,400万円 697万円 4,676万円 1,262万円 3,035万円

(2,761) (2,737) (2,479) (1,557) (1,003) (1,086)

【４人世帯】 個人賠償

（再掲）

家財 宅地・建物
田畑・
山林等

住居確保
（持家）

移住を余儀なく
されたことによる
精神的損害

避 難 指 示
解除準備区域

平均合意額
(世帯数)

4,968万円 599万円 4,888万円 1,213万円 3,943万円

(1,794) (1,602) (894) (635) (637)

居住制限区域
平均合意額
(世帯数)

5,097万円 628万円 4,532万円 1,467万円 3,766万円

(1,242) (1,120) (674) (448) (530)

帰還困難区域
平均合意額
(世帯数)

7,370万円 2,796万円 781万円 4,819万円 1,581万円 2,873万円

(1,249) (1,240) (1,127) (604) (325) (458)



＜参考＞賠償項目別の合意金額の状況（ホームページ掲載値）
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(2019年12月末現在)

合意いただけた実績＊1

Ⅰ．個人の方に係る項目 19,899億円

検査費用等 2,748億円

精神的損害 10,859億円

自主的避難等 3,625億円

就労不能損害 2,665億円

Ⅱ．法人・個人事業主の方に係る項目 29,840億円

営業損害 5,266億円

出荷制限指示等による損害及び風評被害 18,080億円

一括賠償（営業損害、風評被害） 2,509億円

間接損害等その他 3,984億円

Ⅲ．共通・その他 18,662億円

財物価値の喪失又は減少等 14,058億円

住居確保損害 4,353億円

福島県民健康管理基金 250億円

Ⅳ．除染等＊2 24,733億円

合計 93,136億円
＊ 四捨五入により合計値と内訳の合計が一致しない場合がある
＊1 振込手続き中の方も含まれるため、これまでのお支払金額とは一致しない
＊2 閣議決定及び放射性物質汚染対処特措法に基づくもの
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送達件数 うち係属中 うち終了

540件 173件 367件

＜参考＞原子力損害賠償請求訴訟等の状況

＊調停、仮処分等を含む

(2019年12月末現在)

＜参考＞原子力損害賠償に向けた組織体制

福島復興本社

福島原子力補償相談室：約2,380人

 補償相談ユニット：約860人

補償相談センター：約790人・・・説明会・相談窓口、個別訪問

補償相談コールセンター：約80人・・・電話での受付･ご説明

 補償推進ユニット：約930人 ・・・請求書類等の発送、受領、確認、支払手続き

 全体体制

 ADR・訴訟ユニット：約170人・・・ADR申立てや原子力損害賠償訴訟の対応

 全体の支援･管理：約270人・・・福島原子力補償相談室全体の業務運営全般

＊ 四捨五入により合計値と内訳の合計が一致しない場合がある

 公共補償センター：約150人 ・・・公共賠償に関する業務運営全般

(2020年1月1日時点)
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